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日
銀
の
異
次
元
緩
和
の
限
界
は
明
ら
か
だ
。
既

に
日
銀
は
昨
年
９
月
下
旬
、
異
次
元
緩
和
を

軌
道
修
正
し
て
い
る
。
短
期
金
利
で
マ
イ
ナ
ス
金
利

政
策
を
維
持
し
な
が
ら
、
長
期
金
利
を
０
％
に
誘
導

す
る
新
し
い
金
融
政
策
の
枠
組
み
の
導
入
を
決
定
し

た
。
こ
の
新
た
な
枠
組
み
は
「
量
」
重
視
か
ら
「
金

利
」
重
視
へ
の
政
策
転
換
を
意
味
す
る
。

　

そ
し
て
今
、
日
銀
は
ひ
そ
か
に
異
次
元
緩
和
を
縮

小
す
る
「
ス
テ
ル
ス
・
テ
ー
パ
リ
ン
グ
」
を
進
め
て

い
る
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
長
期
金
利
が
０
・
05
％

程
度
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
の
は
、市
場
は
そ
れ
を「
忖そ
ん

度た
く

」し
て
い
る
た
め
で
あ
る
と
い
う
見
方
も
あ
る
が
、

本
当
に
そ
れ
だ
け
の
影
響
だ
ろ
う
か
。

　

そ
も
そ
も
、
日
銀
が
「
ス
テ
ル
ス
・
テ
ー
パ
リ
ン

グ
」
を
進
め
て
い
る
と
い
っ
て
も
、
こ
れ
ま
で
ネ
ッ

ト
で
年
間
約
80
兆
円
（
日
銀
が
新
た
に
買
い
入
れ
る

額
か
ら
償
還
額
を
差
し
引
い
た
、
保
有
残
高
の
増
加

額
）
の
ス
ピ
ー
ド
で
日
銀
が
長
期
国
債
を
買
い
取
っ

て
い
た
も
の
を
、
い
ま
も
年
間
約
50
兆
円
増
の
ス
ピ

ー
ド
で
買
い
取
る
程
度
に
減
速
し
て
い
る
だ
け
で
、

日
銀
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
膨
張
を
続
け
て
い
る
。

そ
の
結
果
、
現
時
点
（
２
０
１
７
年
８
月
10
日
）
の

日
銀
の
バ
ラ
ン
シ
ー
ト
は
約
５
０
０
兆
円
、
日
銀
が

保
有
す
る
国
債
は
約
４
３
０
兆
円
に
も
達
し
、
市
場

に
一
定
の
警
戒
感
が
広
が
っ
て
い
る
。

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
縮
小
に
は
、
日
銀
が
年
間
に

ネ
ッ
ト
で
買
い
取
る
長
期
国
債
の
量
を
、
財
政
赤
字

（
新
規
国
債
発
行
）の
約
30
兆
円
未
満
ま
で
縮
小
す
る

必
要
が
あ
る
。
財
政
赤
字
の
約
30
兆
円
を
超
え
て
買

い
取
る
場
合
、
民
間
が
保
有
す
る
国
債
を
日
銀
が
吸

収
し
、
日
銀
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
膨
張
は
続
く
た

め
、理
論
的
に
異
次
元
緩
和
は
手
仕
舞
い
で
き
な
い
。

　

現
在
、
日
銀
は
買
い
取
る
長
期
国
債
を
ネ
ッ
ト
で

年
間
約
50
兆
円
に
縮
小
し
て
い
る
が
、
財
政
赤
字
の

約
30
兆
円
を
下
回
っ
て
お
ら
ず
、
民
間
が
保
有
す
る

長
期
国
債
の
量
は
減
少
し
て
い
る
。

年
間
30
兆
円
を
切
れ
ば
金
利
上
昇

　

こ
の
よ
う
に
考
え
る
な
ら
ば
、
い
ま
日
銀
が
「
ス

テ
ル
ス
・
テ
ー
パ
リ
ン
グ
」
を
実
行
し
て
い
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
長
期
金
利
が
低
い
水
準
に
抑
制
で
き

て
い
る
と
い
う
事
実
は
、
い
わ
ゆ
る
「
ス
ト
ッ
ク
・

ビ
ュ
ー
」
が
妥
当
な
証
拠
と
思
わ
れ
る
。

　

ス
ト
ッ
ク
・
ビ
ュ
ー
と
は
、
量
的
緩
和
が
長
期
金

利
に
及
ぼ
す
影
響
は
、
中
央
銀
行
が
保
有
す
る
長
期

国
債
の
量
（
ス
ト
ッ
ク
）
に
依
存
す
る
と
い
う
見
方

で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
中
央
銀
行
以
外
の
民
間
部
門

が
保
有
す
る
国
債
の
量
が
減
少
し
て
い
け
ば
、
国
債

に
超
過
需
要
が
発
生
し
、
長
期
金
利
に
は
下
落
圧
力

が
か
か
る
と
す
る
考
え
が
背
後
に
あ
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
中
央
銀
行
が
行
う
日
々
の
オ
ペ
量

（
フ
ロ
ー
で
あ
る
長
期
国
債
の
買
い
取
り
量
や
売
却

量
）
が
長
期
金
利
に
影
響
を
与
え
る
と
い
う
見
方
を

「
フ
ロ
ー
・
ビ
ュ
ー
」
と
い
う
。

「
ス
ト
ッ
ク・ビ
ュ
ー
」
が
妥
当
な
場
合
、「
ス
テ
ル

ス
・
テ
ー
パ
リ
ン
グ
」
で
長
期
金
利
に
上
昇
圧
力
が

か
か
り
始
め
る
の
は
、
日
銀
が
ネ
ッ
ト
で
買
い
取
る

長
期
国
債
が
年
間
で
財
政
赤
字
（
約
30
兆
円
）
を
下

回
っ
た
と
き
と
な
る
。

　

し
か
も
、こ
の
問
題
が
さ
ら
に
複
雑
に
な
る
の
は
、

ア
メ
リ
カ
の
連
邦
準
備
理
事
会
（
Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
が
保
有

資
産
の
縮
小
に
着
手
す
る
こ
と
を
決
め
、
欧
州
中
央

銀
行
（
Ｅ
Ｃ
Ｂ
）
の
ド
ラ
ギ
総
裁
も
今
年
の
秋
ご
ろ

に
量
的
緩
和
の
縮
小
を
議
論
す
る
と
明
言
し
て
い
る

と
い
う
事
実
で
あ
る
。

　

マ
ネ
ー
が
世
界
を
駆
け
巡
る
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
の

下
で
は
、
国
外
の
金
利
水
準
と
比
較
し
て
、
国
内
の

金
利
の
み
を
低
い
水
準
に
抑
制
す
る
の
は
極
め
て
難

し
い
。
世
界
的
な
大
規
模
緩
和
は
転
換
点
を
迎
え
て

お
り
、
ア
メ
リ
カ
な
ど
の
長
期
金
利
が
上
昇
し
て
い

け
ば
、日
本
の
長
期
金
利
に
も
上
昇
圧
力
が
か
か
る
。

　

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
日
本
の
長
期
金
利
の
み
を
無

理
に
低
い
水
準
に
抑
制
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
ア
メ
リ

カ
等
と
の
金
利
ギ
ャ
ッ
プ
が
拡
大
し
、
高
い
利
回
り

を
求
め
て
マ
ネ
ー
が
国
外
に
流
出
す
る
た
め
、
円
安

が
進
行
す
る
だ
ろ
う
。
そ
し
て
、
円
安
は
最
終
的
に

輸
入
物
価
の
上
昇
を
通
じ
て
イ
ン
フ
レ
率
を
押
し
上

小お
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一か
ず
ま
さ正

（
法
政
大
学
教
授
）

出
口
の
た
め
に
も
財
政
再
建
す
べ
き

日
銀
が
国
債
買
い
入
れ
を
縮
小
す
れ
ば
、
い
ず
れ
長
期
金
利
が
上
昇
し
、 

国
債
利
払
い
費
が
脹
れ
上
が
る
。
イ
ン
フ
レ
で
は
財
政
再
建
は
出
来
な
い
。

金
融
政
策
を
問
う 

②
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げ
、
結
局
の
と
こ
ろ
、
そ
れ
は
名
目
の
長
期
金
利
に

上
昇
圧
力
を
も
た
ら
す
。
す
な
わ
ち
、
い
ず
れ
の
シ

ナ
リ
オ
で
も
、長
期
金
利
は
徐
々
に
上
昇
し
て
い
く
。

　

そ
の
と
き
、巨
額
な
債
務
を
抱
え
る
日
本
財
政
は
、

債
務
の
利
払
い
費
が
増
加
す
る
。
現
在
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

（
国
内
総
生
産
）
国
債
残
高
は
約
２
０
０
％
で
あ
る
。

債
務
が
約
１
０
０
０
兆
円
も
あ
る
も
の
の
、
国
債
金

利
の
加
重
平
均
が
約
１
％
で
あ
る
か
ら
、
国
債
の
利

払
費
は
約
10
兆
円
で
済
ん
で
い
る
が
、
金
利
が
３
〜

４
％
に
上
昇
し
た
だ
け
で
30
〜
40
兆
円
に
増
加
す

る
。
つ
ま
り
、国
債
利
払
費
は
３
〜
４
倍
に
膨
ら
む
。

　

こ
の
よ
う
な
リ
ス
ク
に
対
応
す
る
に
は
、
で
き
る

限
り
早
急
に
財
政
再
建
を
進
め
、
財
政
赤
字
を
縮
小

し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
が
、「
ス
テ
レ
ス・テ

ー
パ
リ
ン
グ
」
の
先
に
あ
る
金
融
政
策
の
出
口
を
強

化
す
る
こ
と
に
も
つ
な
が
る
。

　

こ
の
点
で
参
考
と
な
る
の
は
、
内
閣
府
が
今
年
７

月
下
旬
の
経
済
財
政
諮
問
会
議
に
お
い
て
公
表
し
た

「
中
長
期
の
経
済
財
政
に
関
す
る
試
算
」の
最
新
版
で

あ
ろ
う
。
同
試
算
で
は
、
２
０
１
９
年
10
月
に
消
費

税
率
を
10
％
に
引
き
上
げ
、「
経
済
再
生
ケ
ー
ス
」
と

呼
ば
れ
る
非
現
実
的
な
高
成
長
を
実
現
し
て
も
、
20

年
度
の
国・地
方
を
合
わ
せ
た
基
礎
的
財
政
収
支（
税

収
等
か
ら
国
債
費
以
外
の
政
策
経
費
を
除
い
た
も

の
）
の
赤
字
幅
は
８
・
２
兆
円
に
な
る
。
む
し
ろ
、

現
実
な
成
長
を
想
定
す
る「
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
ケ
ー
ス
」

で
は
、
20
年
度
の
国
と
地
方
を
合
わ
せ
た
基
礎
的
財

政
収
支
の
赤
字
幅
は
10
・７
兆
円
と
予
測
し
て
お
り
、

こ
れ
は
消
費
税
４
％
分
に
相
当
す
る
。

　

現
下
の
厳
し
い
財
政
の
姿
を
み
る
限
り
、
社
会
保

障
の
抜
本
改
革
を
行
い
な
が
ら
、
19
年
10
月
に
予
定

す
る
消
費
税
率
の
引
き
上
げ
は
必
ず
実
行
す
る
の
が

望
ま
し
い
。
も
っ
と
も
安
倍
晋
三
首
相
は
今
回
の
総

選
挙
で
、
消
費
増
税
の
増
収
分
を
教
育
や
子
育
て
支

援
に
充
て
る
方
針
を
打
ち
出
し
た
が
、
19
年
夏
に
は

参
議
院
選
挙
も
あ
る
こ
と
か
ら
、
増
税
判
断
は
別
の

話
と
な
る
は
ず
だ
。
も
し
２
％
の
増
税
が
一
度
に
難

し
い
場
合
は
、
18
年
度
以
降
、
４
年
連
続
で
１
％
ず

つ
増
税
し
て
は
ど
う
か
。

イ
ン
フ
レ
は
税
収
伸
び
ず
歳
出
拡
大

　

な
お
、
正
攻
法
の
財
政
再
建
を
行
わ
ず
と
も
、
高

イ
ン
フ
レ
を
実
現
す
れ
ば
財
政
は
再
建
で
き
る
と
い

う
主
張
も
あ
る
が
、
そ
れ
は
誤
り
だ
。

　

高
イ
ン
フ
レ
が
財
政
に
及
ぼ
す
影
響
を
考
察
す
る

サ
ン
プ
ル
事
例
と
し
て
は
、
１
９
７
４
年
の
「
狂
乱

物
価
」
も
参
考
と
な
る
。
政
府
は
、
狂
乱
物
価
を
抑

制
す
る
た
め
、
公
共
事
業

の
抑
制
や
公
定
歩
合
の
引

き
上
げ
を
含
む
「
総
需
要

抑
制
政
策
」
を
実
施
し
、

イ
ン
フ
レ
は
沈
静
化
し
た

が
、
74
年
の
経
済
成
長
率

は
戦
後
初
め
て
の
マ
イ
ナ

ス
を
記
録
し
た
。

　

で
は
、
狂
乱
物
価
で
財

政
は
ど
の
よ
う
な
影
響
を

受
け
た
か
。こ
の
影
響
は
、

73
年
度
と
75
年
度
の
予
算

（
国
の
一
般
会
計
）の
比
較

で
把
握
で
き
る（
表
）。
ま

ず
、
Ｃ
Ｐ
Ｉ
（
消
費
者
物

価
）
は
72
年
か
ら
74
年
で

約
38
％
も
上
昇
し
た
が
、

税
収
は
73
年
度
か
ら
75
年

度
で
約
３
％
し
か
伸
び
て
い
な
い
。一
方
で
、歳
出
の

う
ち
公
共
事
業
費
は
名
目
で
前
年
同
額
に
抑
制
し
た

も
の
の
、
社
会
保
障
関
係
費
が
約
86
％
も
伸
び
、
歳

出
合
計（
国
の
一
般
会
計
当
初
予
算
）は
約
49
％
と
い

う
形
で
、物
価
上
昇
を
上
回
っ
て
伸
び
て
し
ま
っ
た
。

　

そ
の
結
果
、
73
年
度
か
ら
75
年
度
で
、
国
の
一
般

会
計
に
お
け
る
基
礎
的
財
政
収
支
の
赤
字
（
対
Ｇ
Ｄ

Ｐ
）
は
０
・
９
％
か
ら
２
・
７
％
に
悪
化
し
、
国
債

残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
６
・
５
％
か
ら
９
・
８
％
に

上
昇
し
て
し
ま
う
事
態
を
招
い
た
。
ま
た
、こ
の
間
、

国
債
利
払
費
は
76
％
増
加
し
た
が
、
そ
の
程
度
で
済

ん
だ
の
は
、当
時
の
国
債
残
高
（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
が
６・

５
％
で
あ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、「
打
ち
出

の
小
槌
」
は
存
在
せ
ず
、
痛
み
を
伴
わ
ず
に
財
政
再

建
で
き
る
と
い
う
、「
魔
法
」
の
理
論
は
無
い
。

　

イ
ン
フ
レ
で
利
払
い
費
が
増
加
す

る
リ
ス
ク
を
回
避
し
つ
つ
、「
ス
テ
ル

ス
・
テ
ー
パ
リ
ン
グ
」
の
先
に
あ
る

金
融
政
策
の
出
口
を
強
化
し
、
日
銀

の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
縮
小
す
る
た

め
に
は
、
財
政
再
建
を
進
め
、
新
規

国
債
発
行
量
を
縮
小
す
る
こ
と
が
重

要
で
あ
る
。
そ
れ
が
進
捗
す
れ
ば
、

日
銀
が
買
い
取
る
長
期
国
債
の
量
が

減
少
し
て
い
っ
て
も
、
長
期
金
利
の

上
昇
圧
力
を
抑
制
で
き
る
は
ず
で
あ

る
。

　

異
次
元
緩
和
の
限
界
が
明
ら
か
に

な
り
つ
つ
あ
る
中
、
さ
ま
ざ
ま
な
リ

ス
ク
や
欧
米
の
動
き
も
念
頭
に
、
金

融
政
策
の
手
仕
舞
い
の
準
備
に
向
け

て
、
財
政
再
建
を
進
め
る
こ
と
が
望

ま
れ
る
。
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補正待

総選挙に打って出た安倍晋三
首相（左）は、消費増税分を
財政再建から教育に振り向け
る方針。一方、希望の党の小
池百合子党首（右）は消費税
増税凍結を打ち出した。 補正待

1973年度 75年度 伸び率（％）
歳出合計（当初予算）（億円） 14兆2840 21兆2888 49
うち社会保障関係費（億円） 2兆1145 3兆9269 86
税収（決算）（億円） 13兆3656 13兆7527 3
基礎的財政収支（億円） ー1兆813 ー4兆1781 286
基礎的財政収支（対GDP）（％） ー0.9 ー2.7
国債利払費（億円） 4422 7800 76
国債残高（対GDP）（％） 6.5 9.8
CPI（消費者物価）上昇率 （1974年／1972年） 38
（出所）財務省・内閣府資料

1970年代の狂乱物価時の国家予算の姿


